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１． 16 年 2月期の連結業績（平成15 年 3 月 1 日～平成16 年 2 月 29日）
(1)連結経営成績                                      （記載金額は百万円未満を切り捨て表示）

売 上 高    営業利益 経常利益

16年 2月期
15年 2月期

百万円　　　％

          281,478（ △5.4）

          297,614（ △4.2）

百万円　　　％

            8,894（ 　6.5）

            8,348（   0.3）

百万円　　　％

            7,792（   6.3）

            7,328（   3.5）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

16年 2月期
15年 2月期

百万円　　　％

        2,791（  17.6）

        2,373（ △3.3）

　円　銭

   36  97

   30  94

　円　銭

   35  56

   29  47

％

   5.1

   4.4

％

　　 3.7

　　 3.2

％

　　 2.8

　　 2.5

(注)①持分法投資損益           16 年 2 月期             171 百万円　　15 年 2 月期         201 百万円
    ②期中平均株式数（連結）   16 年 2 月期          75,499,197 株　　15 年 2 月期      76,718,190 株
    ③会計処理の方法の変更　　　 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総 資 産     株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

16年 2月期
15年 2月期

百万円

         203,688

         222,541

百万円

          54,575

          55,209

％

         26.8

         24.8

円　　銭

         767    07

         717    59

(注) 期末発行済株式数（連結）  16 年 2 月期          71,148,207 株　　15 年 2 月期      76,937,886 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による        
キャッシュ･フロー

投資活動による        
キャッシュ･フロー

財務活動による        
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高        

16 年 2月期
15年 2月期

百万円

           13,242

           10,788

百万円

          △2,972

          △7,162

百万円

         △11,048

              450

百万円

           16,041

           16,825

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　　 15 社　　持分法適用非連結子会社数　　　　0 社　　持分法適用関連会社数　　　4 社
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　　　  1 社　(除外)　　　2 社　　　　持分法　(新規)　　　0 社　(除外)　　　0社

２．17年 2月期の連結業績予想（平成16年 3月 1 日～平成17年 2月 28日)

売 上 高 営 業 利 益       経 常 利 益 当期純利益

中間期
通  期

百万円

           127,000

           261,000

百万円

             4,200

             8,900

百万円

             3,700

             7,900

百万円

             1,700

             3,000

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 42 円 17 銭

(注)上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、予測を含んで記載しております。実際の業績は、今後様々

な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 7～8ページを参照してください。
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企業集団の状況

　      当社の企業集団（パルコネットワーク）は、当社、子会社 15社及び関連会社 4社で構成されており、主な事業
      内容と会社名及び会社数は次のとおりであります。

主な事業内容 会　　　社　　　名 会 社 数
ディベロッパー事業

  ショッピングセンターの
  開発、経営、管理、運営

当　　社

＜子会社＞

PARCO  (SINGAPORE)  PTE  LTD
SEIYO  INVESTMENT (S)  PTE  LTD
STRAITS  PARCO  RETAIL  MANAGEMENT  PTE  LTD

他関連会社2社

当　社

子会社  3社
関連会社2社

専門店事業

  衣料品、雑貨等の販売
  ＣＤ等の販売
  飲食店の経営

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱ウェィヴ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱パームガーデン

他子会社2社
子会社 6社

総合空間事業

  内装工事の設計及び施工
  清掃、保安警備、設備保全等の
ビルメンテナンス

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社1社 子会社  2社

カルチャー＆ＩＴ等事業

  インターネットを利用した情報提供
  カルチャースクール等の経営
  ホテルの経営
   

＜子会社＞

㈱パルコ・シティ

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱ホテルニュークレストン

他子会社1社
他関連会社2社 子会社   4社

関連会社2社
（注） 上記の他、その他の関係会社として森トラスト㈱があります。
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       事業の系統図は次のとおりであります。

空間デザイン

内装工事

ビルメンテナンス

当社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD

SEIYO INVESTMENT(S) PTE LTD

STRAITS PARCO RETAIL

         MANAGEMENT PTE LTD

他関連会社 2社

ディベロッパー事業

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱ウェィヴ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱パームガーデン

他子会社 2社

専門店事業

＜子会社＞

㈱パルコ・シティ

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱ホテルニュークレストン

他子会社 1社
他関連会社 2社

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 1社

総合空間事業

カルチャー&ＩＴ等事業

店舗内出店 店舗内出店

＜パルコネットワーク＞

森トラスト㈱

その他の関係会社

業務提携

業務提携
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経　営　方　針

（１）経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつホスピタリティあふれる

商業空間の創造」を経営理念とし、ショッピングセンターの開発・運営を行っております。この理念のもと、

当社は企業価値の最大化のため「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、「都市型商業施設」の開発・運

営をコアビジネスとした本業の強化・拡大と収益力の強化による財務体質の改善を推進しております。

なお、日々の行動をより経営理念に近づけるものとして「１０の行動指針」を定めております。

（５頁「１０の行動指針」参照）

また、当社は、当社を中心に企業集団｢パルコネットワーク｣を構成しております。パルコネットワークで

は、時代とマーケットの変化を的確に捉えフレキシブルに対応できる各社がそれぞれのマーケット情報を掌握

し、緊密かつ複合的に関連しながら、総体として、都市型商業施設の開発と運営を行い、企業集団の価値を高

めていくことを基本方針としております。

（２）当社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を最重要政策の一つと位置付けております。利益の配分につきましては、

株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行してまいります。また、将来の

事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図ってまいります。

内部留保金につきましては、財務体質の強化とあわせて、営業力強化のための店舗改装および新規事業展

開を図るための設備投資に活用してまいります。

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、個人投資家を含めた投資家層の拡大を図るとともに、当社株式の流動性を高めていくことを経営

上の重要課題と考えております。投資単位の引下げにつきましては、今後の市場状況、当社株価などを踏まえ

て検討してまいります。

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社では、商業施設の開発力、運営力を高め、収益力の強化と事業規模の拡大を達成するためには、

経営における透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底することが不可欠であると認識し、コ

ーポレート・ガバナンスの強化に取組んでおります。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

当社は、平成１５年５月２４日開催の定時株主総会の承認を経て、委員会等設置会社に移行いたしま

した。これにより、当社の経営に関する基本方針の決定・執行に対する監督は取締役会、その基本方針

に従い、具体的な職務の決定・執行は執行役へと、役割・責任を明確にいたしました。執行役に職務の

決定権限を大幅に委譲した結果、迅速な経営の意思決定が行われるとともに、指名委員会・監査委員会・

報酬委員会の３委員会の活動により、取締役会の監督機能が強化されました。

また、経営の透明性を高めるため、取締役９名のうち４名が社外取締役であり、３委員会とも商法の

定めを超える社外取締役中心の構成となっております。

委員会等設置会社移行後に開催された取締役会は１５回、指名委員会は５回、監査委員会は９回、報

酬委員会は６回であります。

②当社と当社の社外取締役との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社社外取締役である大野宗彦氏は、当社の株主である森トラスト株式会社の専務取締役であります。

③当社のコーポレート・ガバナンス充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

平成１５年５月２４日開催の定時株主総会の承認を経て、委員会等設置会社に移行すると同時に、「コ

ンプライアンス基本理念」・「行動規範」及び「社内通報制度」を定め、コンプライアンスを重視する企

業環境の構築に努めております。

また、経営機能とは別の観点から、パルコおよびパルコネットワーク各社の各業務の内部監査に関す

る計画の立案、実施、管理などの監査機能の強化を目的として、内部監査室を設置しております。
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④業務執行・監視の仕組み

（５）その他会社の経営上の重要な事項

平成１５年１２月１日に、経営環境の変化等に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株

式６，０００千株を取得いたしました。（２７頁重要な後発事象参照）

また、当社が保有する株式会社ウェィヴの発行済全株式のタワーレコード株式会社への譲渡及びタワーレコ

ード株式会社の増資引受に関して平成１６年３月１０日開催の取締役会において決議し、同日、基本合意書を

締結しております。

　　【参考】　　　　　　　　　　　　　　　　「１０の行動指針」

　　　 ＜経営理念に基づく行動指針＞
１．顧客第一主義　　　　　　私たちは、常にお客様からの支持を得られ、お客様の期待を上回る店づく

りを進めていきます。

２．テナントとのイコール　　テナントの成功・成長が、初めて私たちの成功・成長をもたらします。

パートナー主義 私たちはテナントに役立つ支援を行います。また、新しいテナントをパー

トナーとして求めていきます。

３．先見性　　　　　　　　　私たちは、常に新たなマーケットを創り出すパイオニアとなり、商業空間

にかかわるあらゆるビジネスチャンスを開拓します。

４．独創性　　　　　　　　　私たちは、どのような分野においても、社会全般の情報収集・分析と柔軟

な発想に基づき、斬新なアイデアを提供し、現実のものとしていきます。

５．もてなしの心　　　　　　私たちは、お客様に安心して過ごしていただけるよう、細やかな心遣い

（ホスピタリティ） で安全・快適、清潔で美しい空間とサービスを提供します。

＜企業人としての行動指針＞

６．責任・誠実　　　　　　　私たちは、高い倫理観を保ち、責任ある社会の一員として、「コンプライ

アンス基本理念｣・｢行動規範」を大切に守って行動します。

７．挑戦・情熱　　　　　　　私たちは、現状に満足せず、高い志を持ち、失敗を恐れないチャレンジ精

神をもって果敢に行動します。

８．個性・共有　　　　　　　私たちは、社員一人ひとりの個性や意見を大切にしながらも、ノウハウと

情報を共有します。

９．ヒト・協力　　　　　　　私たちは、ヒトとヒトとの信頼関係を大切にし、チームワークで業務に取

り組みます。

１０．発展・成長　　　 　 　　私たちは、会社全体の利益を意識し、広い視野を持って行動することで、
会社の発展と成長に寄与します。
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経営成績及び財政状態

（１）経営成績

①業績の概要

当期におけるわが国経済は、不安定な国際情勢や、高水準な国内完全失業率が継続したものの、一部の企業

における収益や、輸出と設備投資に改善が見られるなど、景気回復の兆しが感じられました。

　小売業界におきましても個人消費の持ち直しの動きが見られたものの、冷夏や暖冬といった気候の影響を受

けたうえ、企業間の競合はますます激化し、厳しい経営環境が継続いたしました。

このような状況のもと、当社並びにパルコネットワーク各社におきましては、本業に経営資源を集中させ営

業の活性化、財務体質の改善に努めてまいりました。

また、これまでに推進してまいりましたパルコネットワークの再編により、経営の効率化を一段と進める

ことができました。

この結果、当期の連結売上高は、再編に伴う連結対象会社の減少もあり 2,814 億 78 百万円（前年同期比
94.6％）となりましたが、営業利益 88億 94 百万円（前年同期比 106.5%）、経常利益 77 億 92 百万円（前年
同期比 106.3％）ともに過去最高益となりました。また、店舗改装に伴う除却やホテル事業再編などによる特
別損失を計上いたしましたが、当期純利益についても 27 億 91百万円（前年同期比 117.6％）と過去最高益と
なりました。

②セグメント別の業績

＜ディベロッパー事業＞

当社は、「ストア ｂｙ ストア」の方針に基づき、マーケット状況に適した改装を行い、新規テナントの誘
致を積極的に推進してまいりました。また、施設・環境面におきましても、安全・快適・清潔で美しい空間と

サービスを提供する商業空間の創造に努めてまいりました。

名古屋パルコでは、平成１４年秋より全館規模の改装に着手しており、当期におきましてはライフスタイル

全般を楽しめる「ＮＥＷ ＮＡＧＯＹＡ ＰＡＲＣＯ」を構築するため、５６区画、約４,６００㎡の改装を実

施し、名古屋初出店のテナント２０店舗の導入により、街への新しい情報発信力を高めてまいりました。また、

メインエントランスの刷新や下りエスカレーターの増設など、明るく開放感のある空間を創出いたしました。

広島パルコでは、広島初出店２５店舗を含む５６区画、約５，７００㎡の改装を行い、パルコ初となるジ

ュニアゾーンの形成、レディスデザイナーフロアを中心とした話題性のあるショップの集積により＂中・四国

ＮＯ.１のファッションビル＂のポジションを確立し、より広域からの集客力強化を図りました。
これらをはじめとする当期の改装規模は４４８区画、約４２，０００㎡、当該区画の売上高前年同期比は

１１９．３％となりました。

以上の結果、売上高は 2,443 億 48百万円（前年同期比 99.0％）、営業利益は 77 億 39百万円（前年同期比
105.0％）となりました。

＜専門店事業＞

株式会社ヌーヴ・エイ、株式会社ウェィヴにつきましては、小売業界の環境が一層厳しさを増すなか、店

舗のスクラップ＆ビルドを中心とした事業基盤の強化、経営の効率化を継続推進した結果、増収増益を達成い

たしました。

一方、平成１５年７月に当社が保有する株式会社リブロ株式の９０％を日本出版販売株式会社へ譲渡する

など、専門店事業の再編を実施いたしました。

以上の結果、売上高は、377億 3百万円（前年同期比 72.8％）となりましたが、営業利益では 5億 80 百万
円（前年同期比 207.9％）となりました。

＜総合空間事業＞

株式会社パルコスペースシステムズは、ビルマネジメント事業及び内装事業において受注競争が激化する

など、これまで以上に環境の厳しさが増しました。

このような状況下、商業施設再生事業としての千葉県佐倉市「ユーカリプラザ」リニューアル事業のコン

サルティング受注、浜松市「松菱百貨店跡地再開発事業」コンペティション参画など、これまでに培ってきた

ノウハウを生かしたプロパティマネジメント事業への布石を打ってまいりました。

以上の結果、売上高は 235億 77百万円（前年同期比 87.5％）、営業利益は 1億 39百万円（前年同期比 60.5％）
となりました。

＜カルチャー＆ＩＴ等事業＞

株式会社パルコ・シティは、平成１５年３月より、当社の顧客・ＰＥＣカード企画業務を受託し、顧客コ

ミュニケーション運営を本格的に開始いたしました。加えて、外部取引先からのインターネット関連事業の受

注が伸長したことにより、当期は順調に推移いたしました。
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ホテル事業は、平成１５年６月にホテルの資産と運営を分離する事業再編を実施し、当社がホテルの資産

を所有し、株式会社ホテルニュークレストンはホテル運営に特化いたしました。

以上の結果、売上高は 30億 25 百万円（前年同期比 86.8％）、営業損失は 4 百万円(前年同期は営業損失 26
百万円)となりました。

  （注）セグメント別の業績における売上高には、営業収入が含まれております。

（２）財政状態

当期末における当社単体の総資産は、前期末に比較して 80億 48 百万円減少し 1,935 億 23百万円と 2,000
億円を切る水準にまで圧縮が図られました。また、連結の総資産も前期末に比較して 188 億 52 百万円減少し
2,036億 88百万円となりました。
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 41 億 28 百万円に、非資金項目と
なる減価償却費や特別損失などを調整し、132億 42百万円（前年同期は 107億 88百万円）となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、店舗改装による有形固定資産の取得 38億 18百万円などにより、29
億 72百万円の支出（前年同期は 71億 62百万円の支出）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮を進めたことから 110億 48百万円の支出（前年
同期は 4億 50百万円の収入）となりました。なお、有利子負債の残高は前年度に比較して 128億 8百万円減
少し、673 億 41百万円となりました。
以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度に比較して 7億 84 百万円減少し、160 億 41 百万
円となりました。

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

平成 13年 2月期 平成 14年 2月期 平成 15年 2月期 平成 16年 2月期

自己資本比率       17.9％       23.0％       24.8％       26.8％

時価ベースの自己資本比率        8.6％       17.5％       12.7％       21.9％

債務償還年数        9.4年        6.8年        7.3年        5.0年
インタレスト･カバレッジ･レシオ        4.8        6.7        7.7       11.7

　　(注)　 1.自己資本比率：自己資本／総資産
　　　　   2.時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　　　　　 3.債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
　　　　　 4.インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
　　　　　 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
　　　　　 ※株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
　　　　　 ※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用
　　　　　　 しております。
　　　　　 　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として
　　　　　　 おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）次期の見通し

今後の経済情勢を展望いたしますと、一部企業の収益改善や設備投資に牽引され、景気の回復を期待する向

きもあるものの、小売業界におきましては競合激化が継続するなど経営環境は一層厳しい状況が続くものと予

測されます。

このような環境のもと、パルコネットワークでは本業の強化を継続推進するとともに、開発機能の再編・強

化により新たな収益事業の開発・育成を図り、成長戦略を推進してまいります。

当社は、「ストア ｂｙ ストア」の方針に基づく店舗政策・店舗運営を迅速に遂行し、営業力を一層強化す

るための改装計画を推進いたします。

（主な改装計画）

①渋谷パルコでは、都心マーケットにおける基盤の再強化を目的として、平成１３年より段階的リニューア

ルを行っており、本年度は主にパート３の全館改装を行います。パート３では「都心生活」を楽しむヤン

グ・マインドを持った客層をターゲットとする新しい多機能複合型消費スタイルビルを提案してまいりま

す。また、エスカレーターの新設、外壁の一部ガラス化を行い、快適で美しい商業空間を創出いたします。

②開店１５周年を迎える調布パルコでは、開店来初の大規模リニューアルを実施いたします。「フレッシュ

＆ハートフル」をビルテーマに掲げ、お客様に親しまれるライフスタイル提案型ビルを目指します。駅前

エントランスの刷新、店内通路やトイレなどのアメニティ環境の改善も行い、１年間を通して開店１５周

年キャンペーンを実施いたします。

なお、従来よりコンサルティングをしてまいりました「さいたま新都心“カタクラ新都心モール”」と「Ｊ

Ｒ九州“アミュプラザ鹿児島”」の大型複合施設は今秋オープンいたします。

また、森トラスト株式会社との業務提携の一環として取り組んでおります「東京汐留ビルディング」の低層



- 8 -

階商業ゾーンにつきましては、平成１７年春のオープンに向け業務を推進しております。

株式会社ヌーヴ・エイは、従来の雑貨４事業（ＴＩＣ  ＴＡＣ、ポーカーフェイス、コレクターズ、ローズ
マリー）に加え、新業態への取り組みを開始するなど更なる成長を図ってまいります。

株式会社パルコスペースシステムズは、平成１６年３月１日より当社で行っておりました開発機能の一部で

ある「新業態による店舗開発機能」と同社のプロパティマネジメント事業を統合・強化し、商業施設に関する

総合的な運営受託業務を収益事業に育成するとともに、新業態の開発に取り組んでまいります。

通期の見通しといたしましては、売上高は 2,610 億円（前期比 92.7％）、営業利益は 89億円（前期比 100.1％）、
経常利益は 79億円（前期比 101.4％）、当期純利益は 30億円（前期比 107.5％）を見込んでおります。
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連結貸借対照表

                                                                                  （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
増　　減

（ 平成16年  2月29日 ） （ 平成15年  2月28日 ）

                             期 別

科 目

金額 構成比 金額 構成比 金額

（　資産の部　） % %
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 １６，０４１ １６，８３０ △７８９

受取手形及び営業未収金 １１，５６１ １２，２８９ △７２８

有価証券 － ４３ △４３

たな卸資産 ３，９１４ ８，９２０ △５，００６

前渡金 ６１ ２４２ △１８０

前払費用

繰延税金資産

７２５

１，５２５

８４６

６９３

△１２０

８３２

短期貸付金 ６９ ４４ ２５

その他 １，００７ １，８０３ △７９５

貸倒引当金 △２２ △２５ ２

流動資産合計 ３４，８８４ １７．１ ４１，６８８ １８．７ △６，８０４

Ⅱ 固定資産

 　１ 有形固定資産 ※1

建物及び構築物 ※3 ３９，４６１ ４２，３０１ △２，８３９

機械装置及び運搬具 ３２６ ２５３ ７２

器具及び備品 １，２５６ １，３８３ △１２６

土地 ※3 ４０，６４２ ４１，５１０ △８６７

建設仮勘定 － ４７ △４７

有形固定資産合計 ８１，６８７ ４０．１ ８５，４９６ ３８．４ △３，８０９

 　２ 無形固定資産

借地権 １１，０１５ １１，０１５ －

連結調整勘定 ３３３ ５０８ △１７５

その他 ６６５ ７１２ △４６

無形固定資産合計 １２，０１３ ５．９ １２，２３５ ５．５ △２２２

 　３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※2 １２，８９７ １３，００４ △１０６

長期貸付金 １，７９６ ２，４３１ △６３４

関係会社長期貸付金 １，５００ １，６４８ △１４８

長期前払費用 １，１１７ １，２６０ △１４２

差入保証金・敷金 ５３，９１２ ５８，５６２ △４，６４９

繰延税金資産 ２，３２７ ４，２８８ △１，９６１

その他 ２，６３５ ２，５９２ ４２

貸倒引当金 △１，０８４ △６６７ △４１６

投資その他の資産合計 ７５，１０３ ３６．９ ８３，１１９ ３７．４ △８，０１６

固定資産合計 １６８，８０４ ８２．９ １８０，８５２ ８１．３ △１２，０４８

資産合計 ２０３，６８８ １００．０ ２２２，５４１ １００．０ △１８，８５２
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連結貸借対照表

                                                                              （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
増　　減

（ 平成16年  2月29日 ） （ 平成15年  2月28日 ）

                             期 別

科 目

金額 構成比 金額 構成比 金額

（　負債の部　） ％ ％

Ⅰ 流動負債

支払手形及び営業未払金 ２３，８６０ ２５，７２５ △１，８６５

短期借入金 ※3 ２０，０１２ ３０，１５４ △１０，１４２

未払金 ２，９３１ ２，５０５ ４２５

未払費用 １，４３８ １，４５６ △１８

未払法人税等 ８０４ ４４６ ３５７

賞与引当金 ８９１ １，０４３ △１５２

返品調整引当金 １３ １０ ２

単行本在庫調整引当金 ６０ ６５ △４

販売促進引当金 ６９ － ６９

一年以内償還社債 － ２，０００ △２，０００

一年以内償還転換社債

その他

１，２３７

３，１３３

－

３，２０４

１，２３７

△７０

流動負債合計 ５４，４５２ ２６．７ ６６，６１３ ２９．９ △１２，１６１

Ⅱ 固定負債

社債 １４，０００ １２，０００ ２，０００

 転換社債 － １，３３７ △１，３３７

長期借入金 ※3 ３２，０９２ ３４，６５８ △２，５６６

退職給付引当金 １，０７０ ９３３ １３６

役員退職慰労引当金 ３８４ ６２６ △２４１

受入保証金 ４４，０４３ ４７，３７２ △３，３２９

その他 ８ １１４ △１０５

固定負債合計 ９１，５９９ ４５．０ ９７，０４２ ４３．６ △５，４４２

負債合計 １４６，０５２ ７１．７ １６３，６５６ ７３．５ △１７，６０４

（　少数株主持分　）

少数株主持分 ３，０６１ １．５ ３，６７４ １．７ △６１３

（　資　本　の　部　）

Ⅰ 資本金 ２５，９４２ ２５，８９２ ５０

Ⅱ 資本剰余金 ２５，３６８ ２５，３１８ ５０

Ⅲ 利益剰余金 ７，３３２ ５，１８９ ２，１４２

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３１４ △５０６ ８２１

Ⅴ 為替換算調整勘定 △３３７ ２７ △３６５

Ⅵ 自己株式 ※4 △４，０４３ △７１２ △３，３３１

資本合計 ５４，５７５ ２６．８ ５５，２０９ ２４．８ △６３４

負債、少数株主持分及び資本合計 ２０３，６８８ １００．０ ２２２，５４１ １００．０ △１８，８５２
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連 結 損 益 計 算 書

                                                                             （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自 平成 15年 3月 1日 (自 平成 14年 3月 1日
  至 平成 16年 2月 29日)   至 平成 15年 2月 28日)

増　　減

                           期 別

科 目

金額 百分比 金額 百分比 金額

Ⅰ 売上高 ２８１，４７８
％

１００．０ ２９７，６１４

％

１００．０ △１６，１３６

Ⅱ 売上原価 ２３８，５６０ ８４．８ ２５１，５９７ ８４．５ △１３，０３７

売上総利益 ４２，９１７ １５．２ ４６，０１７ １５．５ △３，０９９

返品調整引当金繰入額 ２ ０．０ ０ ０．０ １

差引売上総利益 ４２，９１５ １５．２ ４６，０１６ １５．５ △３，１０１

Ⅲ 営業収入 １，５３２ ０．６ １，６０５ ０．５ △７３

営業総利益 ４４，４４８ １５．８ ４７，６２２ １６．０ △３，１７４

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ３５，５５３ １２．６ ３９，２７３ １３．２ △３，７１９

営業利益 ８，８９４ ３．２ ８，３４８ ２．８ ５４５

Ⅴ 営業外収益 ６５３ ０．２ ９３４ ０．３ △２８１

受取利息 １０４ ９０ １４

持分法による投資利益 １７１ ２０１ △２９

雑収入 ３７６ ６４３ △２６６

Ⅵ 営業外費用 １，７５５ ０．６ １，９５４ ０．６ △１９９

支払利息 ９６０ １，２４４ △２８４

社債利息 １７６ １２７ ４８

社債発行費 １８ １９８ △１８０

雑支出 ６００ ３８４ ２１５

経常利益 ７，７９２ ２．８ ７，３２８ ２．５ ４６３

Ⅶ 特別利益 ６３１ ０．２ ９２３ ０．３ △２９１

投資有価証券売却益 １４５ ３４２ △１９６

貸倒引当金戻入益 ２２ ３０ △７

厚生年金基金代行部分返上益 － ３８３ △３８３
子会社株式売却益 ４３５ － ４３５

その他 ２７ １６７ △１３９

Ⅷ 特別損失 ４，２９６ １．５ ４，１３２ １．４ １６３

固定資産売却損 ６６６ ２０ ６４５

固定資産除却損 ９５１ ２，０７３ △１，１２２

固定資産評価損 １，０３０ － １，０３０

投資有価証券売却損 ８ ７ ０

投資有価証券評価損 １９５ １，５２４ △１，３２９

貸倒引当金繰入額 ９３０ － ９３０

特別退職金 ２４５ １８５ ５９

その他 ２６９ ３２０ △５０

税金等調整前当期純利益 ４，１２８ １．５ ４，１１９ １．４ ８

法人税､住民税及び事業税 ９３４ ０．３ ５９０ ０．２ ３４４

法人税等調整額 ４３２ ０．２ １，０８６ ０．４ △６５３

少数株主利益又は少数株主損失（△） △３０ △０．０ ６８ ０．０ △９８

当期純利益 ２，７９１ １．０ ２，３７３ ０．８ ４１７
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連結剰余金計算書

                                                                                 （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 15年 3月 1日 (自平成 14年 3月 1日 増　　減

                           期 別

科 目 至平成 16年 2月 29日) 至平成 15年 2月 28日)
（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ２５，３１８ ２４，６４９ ６６８

Ⅱ 資本剰余金増加高 ５０ ６６８ △６１８

転換社債の転換による資本剰余金増加高 ５０ ６６８ △６１８

Ⅲ 資本剰余金期末残高 ２５，３６８ ２５，３１８ ５０

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ５，１８９ ３，４６７ １，７２２

Ⅱ 利益剰余金増加高 ２，８１４ ２，３７３ ４４０

連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加高 ２３ － ２３

当期純利益 ２，７９１ ２，３７３ ４１７

Ⅲ 利益剰余金減少高 ６７２ ６５０ ２１

配当金 ６１５ ６１０ ５

役員賞与

自己株式処分差損

５６

０

４０

－

１５

０

Ⅳ 利益剰余金期末残高 ７，３３２ ５，１８９ ２，１４２
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連結キャッシュ・フロー計算書

         （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 15年 3月 1日 (自平成 14年 3月 1日

                     期 別

科 目  至平成16年2月 29日)  至平成15年2月 28日)

増　　減

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,128 4,119 8

減価償却費 4,135 4,342 △206

連結調整勘定償却額 189 188 1

社債発行費 18 198 △180

貸倒引当金の増減額 899 △152 1,051

賞与引当金の増減額 △89 △62 △26

返品調整引当金の増減額 2 0 1

単行本在庫調整引当金の増減額 △4 △11 7

退職給付引当金の増減額 296 35 261

役員退職慰労引当金の増減額 △204 △80 △123

販売促進引当金の増減額 69 - 69

受取利息及び受取配当金 △149 △139 △10

支払利息 1,136 1,371 △235

持分法による投資利益 △171 △201 29

固定資産売却損及び除却損 1,144 1,520 △376

固定資産評価損 1,030 - 1,030

投資有価証券売却損益 △137 △334 197

投資有価証券評価損 195 1,524 △1,329

売上債権の増減額 △1,260 2,771 △4,031

たな卸資産の増減額 212 683 △470

仕入債務の増減額 1,726 △3,747 5,474

その他の資産及び負債の増減額 1,585 381 1,203

その他 4 305 △301

小計 14,755 12,712 2,043

利息及び配当金の受取額 150 139 10

利息の支払額 △1,131 △1,406 275

法人税等の支払額 △532 △657 124

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,242 10,788 2,453

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,818 △4,512 693

有形固定資産の売却による収入 640 203 437

投資有価証券の取得による支出 △265 △623 357

投資有価証券の売却による収入 1,387 2,122 △734

差入保証金・敷金の差入による支出 △180 △416 236

差入保証金・敷金の返還による収入 4,237 1,293 2,943

受入保証金の増減額 △3,515 △4,586 1,071

その他 △1,457 △642 △815

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,972 △7,162 4,190



- 14 -

  （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 15年 3月 1日 (自平成 14年 3月 1日

                           期 別

科 目  至平成16年2月 29日)  至平成15年2月 28日)

増　　減

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れの純増減額 △5,260 △1,833 △3,427

長期借入れによる収入 10,094 19,900 △9,805

長期借入金の返済による支出 △11,854 △18,049 6,194

社債の発行による収入 1,982 11,801 △9,819

社債の償還による支出 △2,000 △10,000 8,000

自己株式の取得による支出及び売却による収入 △3,332 － △3,332

配当金の支払額 △615 △610 △5

少数株主への配当金の支払額 △62 △28 △33

その他 － △730 730

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,048 450 △11,499

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 △0 △4

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △784 4,075 △4,859

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,825 12,750 4,075

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 16,041 16,825 △784



- 15 -

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

     子会社１５社をいずれも連結子会社としております。連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載しております

ので省略いたします。

     (株)ホテルニュークレストンは、当連結会計年度に新規に設立したことにより子会社となり、連結の範囲に含め

ております。

     (株)リブロは、当連結会計年度に当社が同社の株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。

     (株)アクロスは、当連結会計年度に清算を終了したことにより、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

     関連会社４社はいずれも持分法を適用しております。

     主要な持分法適用会社名   BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、

                              BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD

      持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

     連結子会社のうち、PARCO (SINGAPORE) PTE LTD 他４社の決算日は、12 月 31 日であります。連結財務諸表を作

成するにあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①有価証券

      その他有価証券

        時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

        （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

        時価のないもの……移動平均法による原価法

    ②たな卸資産

      主として売価還元法による原価法

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産  建物及び構築物（建物附属設備及び構築物は除く）

                         ……主として定額法

                     その他の有形固定資産

                         ……主として定率法

     ②無形固定資産  定額法

                     なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

                     に基づく定額法を採用しております。

     ③長期前払費用  定額法

（３） 重要な繰延資産の処理方法

     社債発行費………支出時に全額費用処理しております。

（４） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

       金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

     ②賞与引当金

       従業員に対する賞与の支払いに備えるため、主として支給見込額に基づき計上しております。

     ③退職給付引当金

       従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

       なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理しております。

       数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として12
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     年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

     　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 12 年）による定額法

により按分した額を費用処理しております。

     ④役員退職慰労引当金

       役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、主として報酬委員会が定める細則に基づく期末要支給額を計

上しております。

     ⑤返品調整引当金

       期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当額を計上し

　   ております。

     ⑥単行本在庫調整引当金

       出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定による損

金算入限度相当額を計上しております。

⑦販売促進引当金

  販売促進を目的とするポイントカード制度により付与されたポイントの使用に備えるため、発行されたポイン

トの未引換額に対して、過去の行使実績率に基づき算出した将来の行使見込額を計上しております。

（５） 重要なリース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

     消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　　　　連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却しておりますが、重要性が乏しいものについては、発生時の

　　　損益として処理しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理の金額

　　　に基づいて作成しております。

   ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。
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表示方法の変更

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　財務活動によるキャッシュ・フローの｢自己株式の取得による支出及び売却による収入｣は、前連結会計年度は｢その他｣

に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の｢その他｣に含まれている｢自己株式の取得による支出及び売却による収入｣は、△７００百万円

であります。

追 加 情 報

（１株当たり情報）

当連結会計年度より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１４年９月２５日　企業

会計基準第 2 号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１４年９月２
５日　企業会計基準適用指針第 4号）を適用しております。
なお、同会計基準及び適用指針を適用した場合の前連結会計年度の１株当たり情報は以下の通りとなります。

　　　　１株当たり　純資産額　　　　　　　　　　７１７円０６銭

　　　　１株当たり　当期純利益　　　　　　　　　　３０円４１銭

　　　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　　２８円９６銭

（税効果会計）

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15年法律第 9号）が平成 15 年 3月 31 日に公布されたことに伴い、当連
結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 17年 3月 1日以降解消が見込まれるもの）に使用し
た法定実効税率は、前連結会計年度の 42.1％から 40.7％に変更しております。
これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

（販売促進引当金）

　当連結会計年度より、将来のポイントの使用に備えるための｢販売促進引当金｣を計上しております。

　当連結会計年度に発生した販売促進引当金繰入額 69百万円は｢販売費及び一般管理費｣に計上しております。
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注 記 事 項
                                                                        (単位 百万円：未満切捨)

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度末 前連結会計年度末

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ５９，４２３百万円 ５８，８９０百万円

※２．関連会社に対する資産 投資有価証券（株式）

　３，３４８百万円

投資有価証券（株式）

　３，６０６百万円

※３．担保に供している資産

   建物 　３，７５４百万円

   

   

  ３，９３６百万円

   土地 　４，４４５百万円   ４，４４５百万円

　上記に対応する債務

   短期借入金 　　　３７２百万円   　　３７２百万円

   長期借入金 　２，５２０百万円   ２，８９２百万円

※ ４．連結会社が保有する連結財務諸表               普通株式              普通株式

　　　提出会社の株式の数            　 ７，３８３，２９９株 １，３６８，３９６株

　　

　　　（連結キャッシュ･フロー計算書関係）

        
     　１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度

現金及び預金 １６，０４１百万円 １６，８３０百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円 △４８百万円

有価証券 　　      －百万円         ４３百万円

現金及び現金同等物の期末残高 １６，０４１百万円 １６，８２５百万円

　　　　

　　　　２．重要な非資金取引の内容

当連結会計年度 前連結会計年度

転換社債の転換による資本金増加額 ５０百万円 ６６８百万円

転換社債の転換による資本剰余金の増加額 ５０百万円 ６６８百万円

転換による転換社債減少額      １００百万円     １，３３７百万円

　　　　３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　　　（株）リブロ

当連結会計年度

流動資産 ８，１２８百万円

固定資産 　　２，１０３百万円

　資産合計  １０，２３２百万円

流動負債 ８，７０２百万円

固定負債 　　１，１２７百万円

　負債合計    ９，８３０百万円
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リース取引関係

                                                                              (単位  百万円：未満切捨)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

                                                                    

当連結会計年度 前連結会計年度
取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

期末残高

相当額

取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

期末残高

相当額

建物及び構築物 １７ １５ ２ １２８ １１７ １０

器具及び備品 １，８９７ ８３５ １，０６１ ２，８８０ １，５８３ １，２９６

その他 ４５９ ３１３ １４５ ３６１ １６８ １９２

合　　　計 ２，３７４ １，１６４ １，２１０ ３，３６９ １，８６９ １，４９９

（２）未経過リース料期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

          １　年　内 ４４３百万円 ５２７百万円

          １　年　超     ７８４百万円 １，０１８百万円

          合　　　計 １，２２８百万円 １，５４６百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

       支払リース料 ５８４百万円 ７６８百万円

       減価償却費相当額 ５５０百万円 ７２２百万円

       支払利息相当額 ２５百万円 ３８百万円

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  （５）利息相当額の算定方法
        リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
        利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料
当連結会計年度 前連結会計年度

          １　年　内 ４百万円 ２百万円

          １　年　超        ５百万円        ４百万円

          合　　　計 １０百万円 ７百万円
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有価証券関係

当連結会計年度（自 平成 15年 3月 1日  至 平成 16年 2月 29日）

　　　　 １．その他有価証券で時価のあるもの
                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  百万円：未満切捨）

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 ３，０１７ ３，５９７ ５７９

②債券 ２０ ２０ ０

③その他 － － －

小計 ３，０３７ ３，６１７ ５８０

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 ６０３ ５５５ △４７

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 ６０３ ５５５ △４７

合計 ３，６４０ ４，１７３ ５３２

　　　　 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
                                                                     （単位  百万円：未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

１，３８７ １４５ ８

　　　　 ３．時価評価されていない有価証券
                                                                     （単位  百万円：未満切捨）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く） ８，７２４

         ４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

①債券

  国債・地方債等 － － － －

  社債 － － － －

  その他 １０ １０ － －

②その他

  投資信託 － － － －

合計 １０ １０ － －
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前連結会計年度（自 平成 14年 3月 1日  至 平成 15年 2月 28日）

　　　　１．その他有価証券で時価のあるもの

                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位  百万円：未満切捨）
区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 １１ １５ ３

②債券 ２０ ２０ ０

③その他 － － －

小計 ３１ ３６ ４

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 ４，８３４ ３，９６４ △８６９

②債券 － － －

③その他 ２３ １５ △７

小計 ４，８５７ ３，９８０ △８７７

合計 ４，８８９ ４，０１６ △８７３

　　　　 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

２，１２２ ３４２ ７

         ３．時価評価されていない有価証券
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く） ８，９８８

  マネー・マネジメント・ファンド ４３

         ４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額
                                                                       （単位  百万円：未満切捨）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

①債券

  国債・地方債等 － － － －

  社債 － － － －

  その他 － ２０ － －

②その他

  投資信託 １０ － － －

合計 １０ ２０ － －

デリバティブ取引関係

当連結会計年度末（平成16 年 2 月 29 日現在）

  該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

前連結会計年度末（平成15 年 2 月 28 日現在）

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。
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退職給付関係

当連結会計年度（自 平成 15 年 3 月 1 日　至 平成 16 年 2 月 29 日）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び主な連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成16 年 2 月 29 日現在）

                                                         (単位  百万円：未満切捨)

イ．退職給付債務 △７，１７５

ロ．年金資産 ３，１１６

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △４，０５８

ニ．未認識過去勤務債務 △２８４

ホ．未認識数理計算上の差異 ２，１４０

ヘ．会計基準変更時差異の未処理額 １，３６０

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △８４２

チ．前払年金費用 ２２８

リ．退職給付引当金（ト－チ） △１，０７０

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　　　２．連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金 196 百万円は、未払金に含めて計上しており、

退職給付引当金に含めておりません。

　　　

３．退職給付費用に関する事項（自 平成 15 年 3 月 1 日　至 平成 16 年 2 月 29 日）

                                                        (単位  百万円：未満切捨)

イ．勤務費用（注）１．２． ５２８

ロ．利息費用 １３１

ハ．期待運用収益 △５４

ニ．過去勤務債務の費用処理額 △３７

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ２７６

へ．会計基準変更時差異の費用処理額 １２０

ト．割増退職金 ２４５

チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） １，２０９

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

      ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ．割引率 主として２．０％

ハ．期待運用収益率 主として２．０％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によっております。）

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとしております。）

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年
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前連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び主な連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

　なお、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 4 月 23 日に厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成15 年 2 月 28 日現在）

                                                         (単位  百万円：未満切捨)

イ．退職給付債務 △８，３１７

ロ．年金資産 ３，６１１

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △４，７０６

ニ．未認識過去勤務債務 △３２２

ホ．未認識数理計算上の差異 ２，６５２

ヘ．会計基準変更時差異の未処理額 １，６２６

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △７４９

チ．前払年金費用 １８４

リ．退職給付引当金（ト－チ） △９３３

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　　　２．連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金 184 百万円は、未払金に含めて計上しており、

退職給付引当金に含めておりません。

　　　３．厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第 13 号）第 47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退

職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。当連結会計年度末における

返還相当額は、5,241 百万円であります。

　　　４．当社の退職金制度におきまして、最終給与比例方式からポイント制方式への制度変更を行い、また適格退職年

金制度におきまして、予定利率、給付利率の引き下げ等を行ったことにより、過去勤務債務（債務の減額）が

発生しております。

３．退職給付費用に関する事項（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）

                                                        (単位  百万円：未満切捨)

イ．勤務費用（注）１．２． １，０３９

ロ．利息費用 １６９

ハ．期待運用収益 △９１

ニ．過去勤務債務の費用処理額 △４０

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １６７

へ．会計基準変更時差異の費用処理額 １４４

ト．割増退職金 １８８

チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） １，５７８

リ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △３８３

　　　　計（チ＋リ） １，１９５

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

      ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ．割引率 主として２．０％

ハ．期待運用収益率 主として２．０％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法によっておりま

す。）

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会

計年度から費用処理することとしております。）

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年
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税効果会計関係

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

                                                                 （単位  百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

繰延税金資産

  繰越欠損金 １，４６８ ２，８８５

  未実現利益の控除 １，３８９ １，５６３

  役員退職慰労引当金の損金不算入 １３３ ２２４

  賞与引当金の損金不算入 ２９７ ２９０

  未払事業税否認 ４８ ３１

  貸倒引当金損金算入限度超過額

  ゴルフ会員権評価損の損金不算入

４３４

２５

－

８１

  退職給付引当金の損金不算入 ２２７ １７８

  その他有価証券評価差額金 － ３５９

  その他 ２５８ ３１０

  繰延税金資産小計 ４，２７９ ５，９２５

  評価性引当額 △２１０ △９４３

  繰延税金資産合計

繰延税金負債

４，０６９ ４，９８１

  その他有価証券評価差額金 ２１５ －

  繰延税金負債合計 ２１５ －

繰延税金資産（又は負債）の純額 ３，８５３ ４，９８１

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当連結会計年度

法定実効税率 ４２．１％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目           ４．０％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目          △０．８％

連結調整勘定償却額による影響            １．９％

持分法による投資利益          △１．８％

子会社欠損金等の税効果        △１４．７％

海外子会社との実効税率差異          △１．５％

住民税均等割等            ２．２％

税率変更による影響額 　　　　　０．７％

その他          １．０％

税効果会計適用後の法人税等の負担率          ３３．１％

　前連結会計年度につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100 分の 5 以下であるため記載を省略しております。
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セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成 15 年 3 月 1 日　至　平成 16 年 2 月 29 日）          (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総合空間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーIT等

事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高
（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

　　　　　　

243,726

622

23,970

13,732

12,912

10,664

2,401

624

283,010

25,644

－

(25,644)

283,010

－

計 244,348 37,703 23,577 3,025 308,655 (25,644) 283,010

営業費用 236,609 37,122 23,438 3,029 300,200 (26,083) 274,116

営業利益又は営業損失(△) 7,739 580 139 △4 8,454 439 8,894

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出
資産 195,207 6,982 17,140 793 220,123 (16,434) 203,688

減価償却費 4,174 310 58 58 4,601 (466) 4,135

資本的支出 5,838 456 82 71 6,449 (2,416) 4,032

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

     (1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

     (2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨等の販売、ＣＤ等の販売、飲食店の経営

     (3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

   (4)カルチャー＆ＩＴ等事業…･インターネットを利用した情報提供、カルチャースクール等の経営、ホテルの経営

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

    ４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。

    ５．｢連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｣４．及び追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より販売

促進引当金を計上しております。これにより、従来の方法によった場合と比較して、専門店事業及び連結の営業

費用が 69 百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

前連結会計年度（自　平成 14 年 3 月 1 日　至　平成 15 年 2 月 28 日）     　　 (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総合空間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーIT等

事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

　　　　　　

246,235

575

33,921

17,849

16,241

10,707

2,822

661

299,220

29,793

－

(29,793)

299,220

－

計 246,810 51,770 26,949 3,484 329,014 (29,793) 299,220

営業費用 239,440 51,491 26,719 3,510 321,162 (30,290) 290,872

営業利益又は営業損失(△) 7,369 279 230 △26 7,852 496 8,348

Ⅱ資産、減価償却費及び

　資本的支出
　資産 203,843 16,594 18,037 3,102 241,577 (19,036) 222,541

減価償却費 4,141 405 117 158 4,822 (480) 4,342

資本的支出 4,018 539 162 59 4,779 (98) 4,681

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

     (1)ディベロッパー事業･･･…･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

     (2)専門店事業･･･････････…･衣料品・雑貨等の販売、書籍の販売、ＣＤ等の販売、飲食店の経営

     (3)総合空間事業･･････………内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

   (4) カルチャー＆ＩＴ等事業…･インターネットを利用した情報提供、カルチャースクール等の経営、ホテルの経営

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

    ４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。

　　 ５．当連結会計年度より、「ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業」を「ｶﾙﾁｬｰ＆IT等事業」として表示しております。
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２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自 平成 15 年 3 月 1 日 至 平成 16 年 2 月 29 日）及び

前連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日 至 平成 15 年 2 月 28 日）

   

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、

いずれも９０％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

当連結会計年度（自 平成 15 年 3 月 1 日 至 平成 16 年 2 月 29 日）及び

前連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日 至 平成 15 年 2 月 28 日）

    海外売上高が、いずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

関連当事者との取引

　当連結会計年度（自 平成 15 年 3 月 1 日　至 平成 16 年 2 月 29 日）
　　該当事項はありません。

　前連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）
　　該当事項はありません。

販 売 の 状 況

                                                                                   (単位 百万円：未満切捨)

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度
(自平成15 年3月 1日

 至平成16年2月29日）

前連結会計年度
(自平成14 年3月 1日

 至平成15年2月28日）

増　　減

衣 料 品        

身 回 品        

雑 貨        

食 品        

飲 食        

そ の 他        

105,848

31,129

42,520

10,085

12,287

42,477

106,019

32,091

42,566

10,749

13,531

41,852

△170

　　　　　　  △961

　　　　　　　 △46

　　　　　　　△663

△1,243

624

ディベロッパー事業

計 244,348 246,810 △2,461

専門店事業計 37,703 51,770 △14,067

総合空間事業計 23,577 26,949 △3,371

カルチャー＆ＩＴ等事業計 3,025 3,484 △458

計 308,655 329,014 △20,359

消　　去 (25,644) (29,793) 4,149

合　　計 283,010 299,220 △16,210

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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重要な後発事象

                                                            
１．当社は、平成１６年３月１９日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式の処分にかかる株式売出しを行い

ました。

①処 分 株 式 数        普通株式  ６，０００，０００株
②処 分 価 額        １株当たり  ６８３円（総額４，０９８，０００千円）
③処 分 方 法        売出しとし、野村證券株式会社、大和証券エスエムビーシー株式会社、

みずほ証券株式会社及び三菱証券株式会社に全株式を買取引受けさせる。

④払 込 期 日        平成１６年４月６日（火）

⑤資 金 の 使 途            設備資金に充当する予定であります。

２．当社は、平成１６年３月１９日開催の取締役会決議により、オーバーアロットメントによる当社株式の売出し（野村

證券株式会社が当社株主から借入れた当社普通株式 900,000 株の売出し）に関連して、第三者割当増資（以下「本件第
三者割当増資」という。）を行うことになりました。

    また、野村證券株式会社がシンジケートカバー取引又は安定操作取引を行う場合、当該取引により買付けた当社株式
の全部又は一部を当該借入れ株式の返却に充当する場合があります。そのため、本件第三者割当増資における発行数の全

部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減

少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

①発 行 新 株 式 数        普通株式  ９００，０００株
②払 込 期 日        平成１６年４月２６日（月）

③割当先及び株式数       野村證券株式会社  ９００，０００株
④配 当 起 算 日        平成１６年３月１日（月）

⑤資 金 の 使 途        設備資金に充当する予定であります。


